
生産緑地制度の概要

（２月以内）

生産緑地地区の都市計画決定（市町村）

建築等の行為制限（法第8条第1項）
農地等としての管理（法第7条）

買取申出

買い取る旨の通知 買い取らない旨の通知

農林漁業希望者へのあっせん

法律の目的に沿った
適切な管理

農地等としての
生産緑地の管理

不調の場合
行為制限解除

営農の継続

（特別の事情が
ある場合に限る）

※土地所有者等の同意
（法第3条第2項）

（１月以内）

・指定後30年経過
・主たる従事者の死亡等

【指定要件（法第3条第1項）】
・公共施設等の敷地として適する
・ 500㎡以上
・農林漁業の継続が可能 等

原則自由（届出制）

三大都市圏特定市の
市街化区域内農地

生産緑地以外
（宅地化農地）

生産緑地
（保全農地）

特になし
３０年間
建築制限

宅地並み評価

宅地並み課税

農地評価

農地課税

納税猶予なし
納税猶予あり

終身営農で免除

区 分

建築等の
制限

農地転用
の制限

固定資産税

の課税

相続税の
納税猶予

○生産緑地法においては、市街化区域内で良好な生活環境の確保に相当の効用がある面積500㎡以上の農地等を生
産緑地地区として都市計画に定め、農地所有者等に「原則30年間の農地等としての管理義務」と「建築物の新築等
の行為制限」を課すことにより、都市における農地等の保全を図っている。

○生産緑地に指定された市街化区域内農地は、上記の転用制限の強化を前提として、固定資産税の農地評価・農地
課税と相続税の納税猶予等の税制特例が措置されている。

概要

税制の特例措置都市計画手続きの流れ
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生産緑地（ha）

生産緑地地区の現状

東京都板橋区

愛知県名古屋市

62,558地区、13,445ha
（Ｈ26.12.31現在）

○平成４年以降、生産緑地以外の市街化区域農地の面積は、宅地等への転用により漸減傾向にある
が、生産緑地については 概ね保全されている。

三大都市圏の特定市における市街化区域内農地面積の推移

出典 生産緑地以外の市街化区域農地：総務省「固定資産の価格等の概要調書」
生産緑地：国土交通省調べ

指定実績と指定地区の例

生産緑地以外の市街化区域内農地は20年間で約4割減

生産緑地地区は概ね保全

現状



生産緑地地区の行為制限

一 農産物、林産物又は水産物の生産又は集荷の用に供する施設
二 農林漁業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する施設
三 農産物、林産物又は水産物の処理又は貯蔵に必要な共同利用施設
四 農林漁業に従事する者の休憩施設
五 前各号に掲げるもののほか、政令で定める施設※

※ 政令第4条（市民農園の設置に必要な施設）
一 農作業の講習の用に供する施設
二 管理事務所その他の管理施設

○生産緑地地区は、営農の継続を通じて農地等の持つ緑地としての機能を維持・保全することにより、
良好な都市環境の形成を図るものであることから、建築物の新築等については、

 生産緑地法第8条第2項各号に掲げる施設で

 当該生産緑地において農林漁業を営むために必要となるものの設置又は管理に係る行為で

 生活環境の悪化をもたらすおそれがないと認めるもの

に該当する、農林漁業を営むために必要となるものに限り認められている。

概要

法第8条第2項で許可できる施設



生産緑地地区内における「農家レストラン」の設置について

生
産
緑
地
制
度
の
趣
旨

＜生産緑地法＞
■原則30年間の農地等としての管理義務
■建築物の新築等の行為制限

＜税制特例＞
■固定資産税の農地評価・農地課税
■相続税の納税猶予 等

「農家レストラン」の設置は、転用制限の強化と
土地税制の合理化を図る税制と連動した制度全体に影響を与える恐れがある

都市における農地等の適正な保全により、良好な都市環境の形成を図る制度であり、転用制限の強化を
前提に所要の税制措置が講じられた、法律と税制が一体となった制度である

「農
家
レ
ス
ト
ラ
ン
」の
設
置
に
つ
い
て

○当該生産緑地が有する良好な
都市環境の形成のための緑地
機能を損なう恐れがある

生産緑地地区内に「農家レストラン」を設置する行為は、農地を転用する行為であり

○都市計画決定時に土地所有者
は、

 「原則30年間の農地等としての
管理義務」

 「建築物の新築等の行為制限」

に同意している

○土地税制に対する負担の合理
化を図るため、生産緑地の転用
規制の強化を前提に措置された
税制度に影響する恐れがある

法律と税制が一体となった制度
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